
参考様式第３－６号（別紙）

特定技能所属機関の氏名又は名称：

No
氏名

国籍・地域
住居地

（氏名） （生年月日） 〒999-9999 10 月 23 日 241,234 円 191,234 円 31,234 円

KOU OTSUHEI 2021年12月31日 ☑ 男 □ 女 11 月 22 日 240,123 円 190,123 円 30,123 円

（国籍・地域） 12 月 23 日 241,234 円 191,234 円 31,234 円

インドネシア 722,591 円 572,591 円 92,591 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

（氏名） （生年月日） 〒   - 月 日 円 円 円

　年　月　日 □ 男 □ 女 月 日 円 円 円

（国籍・地域） 月 日 円 円 円

円 円 円

※ Ａ：比較対象となる日本人労働者がいる（日本人労働者の賃金台帳写し等を添付）　Ｂ：比較対象となる日本人労働者がいない（同一の業務に従事する従業員の賃金台帳写し等を添付）
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「派遣先の氏名又は名称及び所在地」は、特定技能外国人を派遣労働者として業務に従事させる場合のみ記載し、出入国在留管理庁へ直近で提出した就業条件明示書（参考様式第１－１３号）の内容から変更が生じ
た場合は「変更有り」にチェックをすること。なお、「変更有り」の場合は、併せて「特定技能雇用契約変更の届出（参考様式第３－１号）」を行うこと。

受入れ終了者については、受入れ終了前の届出期間中に、出入国在留管理庁へ直近で提出した雇用契約書の内容から変更が生じていた場合は「変更あり」にチェックをすること（受入れ終了の事実は「変更あり」に
含めない。）。
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（在留カード番号）

特定技能外国人の受入れ状況・報酬の支払状況 ★１

「活動（就労）場所」及び「活動（業務）内容」は、出入国在留管理庁へ直近で提出した雇用条件書（参考様式第１－６号）の内容から変更が生じた場合は「変更あり」にチェックをすること。なお、「変更あり」
の場合は、併せて「特定技能雇用契約変更の届出（参考様式第３－１－１号）」を行うこと。

本届出は、届出期間中の在籍者について記載し、届出期間中に受入れを終了した者については受入れ終了までの事項を記載すること。
また、「活動日数」は届出の対象となる該当月の初日から末日までの活動日数を記載すること。報酬については、（賃金締切り日に関係なく）該当月に実際に支払われた額を記載すること。
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特定技能外国人の受入れ状況・報酬の支払状況 

記載上の留意点 

 
 

該当番号 留意事項 

★１  この届出書は、事業所単位で作成・提出するものではなく、法人全体として

（個人事業主の場合は、事業主の方が傘下の事業体分をまとめて）１部を作成

し、提出してください。 

★２ 地方出入国在留管理局・同支局に直近で提出した雇用条件書（参考様式第１－６

号）の内容から変更がある場合は「変更あり」にチェックをしてください。 

なお、「変更あり」の場合は「特定技能雇用契約に係る届出書（参考様式第３－

１号）」を併せて提出してください。 

★３ 農業分野又は漁業分野の特定技能外国人を派遣労働者として業務に従事させた

場合のみ記載してください（その他の特定産業分野においては労働者派遣が認め

られていないため、チェック不要です。）。 

地方出入国在留管理局・同支局に直近で提出した就業条件明示書（参考様式第

１－１３号）の内容から変更がある場合は「変更あり」にチェックをしてくださ

い。 

なお、「雇用条件書（参考様式第１－６号）」の内容に変更が生じた場合は、変

更が生じた日から１４日以内に「特定技能雇用契約に係る届出書（参考様式第３

－１号）」の提出が必要となる場合があります。提出が必要な場合については、

「特定技能外国人の受入れに関する運用要領（第７章）」を御参照ください。 

★４ 届出の対象期間中、実際に特定技能所属機関において特定技能外国人が就労し

た日数を記載してください。また、活動日数は届出の対象期間の各月の初日から

末日までの活動日数を記載してください（例えば、第１四半期については、１月

１日～１月３１日の間で就労した日数を１月の欄に、２月１日～２月２８日の間

で就労した日数を２月の欄に記載してください。）。 

なお、在籍していない月については、その月の記載欄には、取消線又は斜線等

を記載してください（「０日」とは記載しないでください。）。 

休暇等で終日就労していない日数については活動日数に含みませんが（ただ

し、午前中休暇を取得し、午後から就労した場合等は１日と数えます。）、１号特

定技能外国人支援計画に基づく支援（生活オリエンテーション等）及び職務命令

による出張・研修については、活動日数に含めてください。 

★５ 届出の対象期間において、該当する月に実際に支払われた額を記載してくださ

い（例：月末締め翌月１０日払いの場合、１月の欄には１月１０日に支払われた

額（１２月末締め）を記入してください。）。 

給与支給の対象となる就労期間と給与支給月は通常一致しないことから、例え

ば、入社１か月目など給与の支払がない月については、該当する枠に取消線又は

斜線等を記載してください。 

★６ 控除前の支給総額（基本賃金に加え、支給される諸手当等を加算し、税金等を

控除する前の額）を記載してください。 

★７ 支給総額から税金等を控除した額を記載してください（いわゆる「手取り額」

になります。）。 

★８ 税金（所得税・住民税）、社会保険料（健康保険及び年金）、雇用保険料、介護

保険料を記載してください。 



★９ 比較対象とした従業員とは、在留資格認定証明書交付申請又は在留資格変更許

可申請時に比較対象とした日本人労働者を指します。 

もし、申請時に比較対象とした日本人労働者の退職等により比較対象とする日

本人労働者が変更となった場合は、変更後の日本人労働者について記載した「特

定技能外国人に関する説明書（参考様式第１－４号）」を作成し添付してくださ

い。 

なお、在留資格認定証明書交付申請又は在留資格変更許可申請時において、比

較対象となる日本人労働者がいないとして「特定技能外国人に関する説明書（参

考様式第１－４号）」を提出した場合は、「比較対象となる日本人労働者がいな

い」にチェックしてください（その場合、当該特定技能外国人と同一の業務に従

事する従業員の賃金台帳写し等の提出が必要です。）。 

★10 記載欄が足りない場合は、適宜シートを編集した上、追加して使用していただ

いて差し支えありません。 


